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個 別 注 記 表 

１．継続企業の前提に関する事項 

該当事項はありません。 

 

２．重要な会計方針 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①棚卸資産の評価基準及び評価方法 

該当事項はありません。  

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産････定率法を採用しています。なお、建物については、定額法を採用しています。 

 

②無形固定資産････定額法を採用しています。 

 

(3) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  当事業年度の末日における発行済株式の数 

   普通株式    4,500 株 

  

 (2)自己株式の種類及び株式数 

   該当事項はありません。 

 

(3)剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

(4)新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４．その他の注記         

資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額     21,319,490円 

無形固定資産の減価償却累計額     124,399円 


